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国の臨時交付金を活用し学校給食費等への支援を求める要望書 

 

 

 

 ロシアのウクライナ侵攻や円安に伴う物価高騰が、昨年から続いており、物価高騰の影

響を受けている生活者への支援は、本市においても引き続き喫緊の課題となっています。  

先般、国において、「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」の活用につい

て、物価高克服に向けた追加支援策が取りまとめられており、本市の実情に応じた支援策

の実施が期待されるところですが、国の臨時交付金のうち「物価高騰による学校給食費等

の保護者負担軽減支援」が、重点交付金の推奨事業メニューに位置付けられています。 

昨年度中、本市は、国の臨時交付金を活用して学校給食費の食材費の価格高騰分を補填、

また、県内に先駆けて教育･保育施設副食費も含めた無償化を実施しており、物価高騰の影

響を受けている保護者への多大な支援となったと評価しておりますが、現下の本市の学校

給食費等をめぐる動きをみておりますと、食品事業者側も物価高騰の状況では値上げをせ

ざるを得ない状況が続き、学校給食費保護者負担も一食当たり 20 円の値上げを実施してい

るなど、学校給食費等の保護者負担軽減支援は、昨年度に引き続き今年度も必要と考えま

す。 

国の臨時交付金を活用し、「物価高騰による学校給食費等の保護者負担軽減支援」として、

今年度中の学校給食費及び教育･保育施設副食費の無償化を早急に実施し、物価高に苦しむ

子育て世帯の生活を支援されますよう、強く要望します。 
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